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福祉文教委員会会議録 

 

開閉日時 令和３年６月23日（水) 午前10時00分～午前11時17分 

会  場 高浜市議場 

  

１．出席者 

１番 荒川 義孝、 ７番 長谷川広昌、９番 柳沢 英希、 

10番 杉浦 辰夫、 11番 北川 広人、13番 今原ゆかり、 

15番 内藤とし子、 16番 倉田 利奈、 

オブザーバー  

副議長（３番） 杉浦 康憲 

 

２．欠席者 

   なし   

 

３．傍聴者 

２番 神谷 直子、 ５番 岡田 公作、６番 柴田 耕一、 

８番 黒川 美克、 12番 鈴木 勝彦、14番 小嶋 克文 

 

４．説明のため出席した者 

市長、副市長、教育長、 

企画部長、総合政策ＧＬ、ＩＣＴ推進ＧＬ、 

福祉部長、健康推進ＧＬ、地域福祉ＧＬ、介護障がいＧＬ、 

福祉まるごとＧＬ、 

こども未来部長、こども育成ＧＬ、 

学校経営ＧＬ、学校経営Ｇ主幹 

 

５．職務のため出席した者 

   議会事務局長、書記２名 
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６．付議事項 

 （１）議案第34号 高浜市多文化共生コミュニティセンターの設置及

び管理に関する条例の制定について 

 （２）議案第38号 事業契約の変更について 

（３）議案第39号 令和３年度高浜市一般会計補正予算（第３回） 

（４）議案第40号 令和３年度高浜市介護保険特別会計補正予算（第

１回） 

 

７．会議経過 

 

委員長挨拶 

 

委員長 ただいまの出席委員は、全員であります。 

よって、本委員会は成立いたしましたので、これより福祉文教委員会

を開会いたします。 

 

 市長挨拶 

 

委員長 去る６月18日の本会議におきまして、当委員会に付託となりま

した案件は、既に配付されております議案付託表のとおり、議案４件で

あります。 

当委員会の議事は、議案付託表の順序により、逐次進めてまいりたい

と思いますが、これに御異議ございませんか。 

 

「異議なし。」と発声するものあり。 

 

委員長 御異議なしと認め、これより、議案付託表の順序により、会議

を行います。 

次に、本委員会記録の署名委員の指名についてであります。 

本件については、委員長から御指名申し上げて御異議ございませんか。 
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「異議なし。」と発声するものあり。 

 

委員長 御異議なしと認め、副委員長の荒川義孝委員を指名いたします。 

それでは、当局の方から説明を加えることがあればお願いいたします。 

説（企画部） 特別ございません。よろしくお願いいたします。 

委員長 これより質疑に入ります。 

 

 

《議 題》 

（１）議案第34号 高浜市多文化共生コミュニティセンターの設置及び

管理に関する条例の制定について 

委員長 質疑を行います。 

問（15） 34号ですが、面積がどれくらいか、出てたら教えてください。

これ家賃はどれぐらい、月にいくらか、年にいくらか。わかったら教えてく

ださい。 

答（総合政策） まず、面積でございますが、面積が一階部分、177.75

平米となっております。家賃につきましては月額税込みで13万2,000円と

いうような形になっております。よろしくお願いいたします。 

委員長 ほかに。 

問（16） 先日の総括質疑の答弁でですね、一階部分を借りますよって

ことだったんですが、二階部分はどのように利用されるのか教えてくだ

さい。 

答（総合政策） 二階部分でございますが、二階部分は、公益社団法人

のトレイディングケアさんが、事務所としてお借りをするというような

形で聞いております。 

問 (16)  ということは、二階はトレイディングケアさんが独自で契約

をして、それから一階部分は、市と契約をするという理解でよろしいで

しょうか。 

答（総合政策） おっしゃられるとおりです。 
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問（16） 駐車場は何台停められますでしょうか。 

答（総合政策） 駐車場は、４台停められると把握しております。 

問（16） 先ほどですね、13万2,000円ということなんですけど、今駐車

場４台停めれますよってことなんですが、そうなると駐車場部分の契約

はどうなるんでしょうか。 

答（総合政策） 建物の契約の中に、その駐車場の分も入ってございま

す。 

問（16） では、次の質問に移ります。これ、いつから空き家になった

か教えてください。 

答（総合政策） 申し訳ございません。いつからというところは把握を

してございません。 

問（16） この施設の利用対象者は、どのような方になりますでしょう

か。 

答（総合政策） 今回、多文化共生コミュニティセンターということで、

主に外国人の方々を対象として、予定をしてございますが、多文化なの

で、日本人と外国人の交流というところも、多文化になってまいります

ので、行く行くは日本人の方も、多く利用する中で外国人の方々と交流

する場になっていけたらなというように考えてございます。 

問（16） ちょっとここのですね、住所を調べますと、この洋服屋さん

の奥ですね、そこにちょっとお家があるようなんですけど、ここって、

居住者がみえるんでしょうか。 

答（総合政策） 奥は、オーナーさんが住んでいらっしゃるとお聞きし

ております。 

問（16） こちらの建物なんですが、消防法や建築基準法に基づく建物

でありますでしょうか。 

答（企画部） 建築基準法及び消防法をきちんと適用した建物でござい

ます。 

問（16） これ建物ですね、昭和53年に建築された建物のようなんです

けど、新耐震基準が昭和56年６月１日で、この建物自体の耐震基準はク

リアしておりませんが、その後、耐震の改修をされたということでよろ
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しかったでしょうか。 

答（総合政策） 耐震診断につきましては、実施している記録がござい

ません。 

問（16） となると、ちょっと部長の言ってることと、今の答弁がちょ

っと矛盾してるなと私は思うんですけど。 

新耐震基準には合致しない建物で、耐震の改修をしたかどうかも、今

は、多分確認出来てないという理解でいいかということ。もしこれ間違

っていましたら後で、御返事いただければいいんですけど。先ほどの消

防法のことなんですけど、主に外国人の方が利用して、行く行くは日本

人が利用するよっていうことと、二階部分がですね、トレイディングケ

アさんが入るよっていうことで、用途が変わってくるのかなと思うんで

すね、一階部分と二階部分で、そうなるとですね、消防法に基づく多分

改修が必要になるんですけど、それもクリアされてるっていう理解でよ

ろしかったでしょうか。 

答（企画部） 先ほど私が申し上げたのは、建築基準法できちんと届け

が出されておるということっていうのは、いわゆる旧耐震基準であるっ

ていうのは、先ほどおっしゃった、53年当時の建物であるということ。 

それから、今おっしゃっておられる、用途別でっていうことはござい

ますけど、旧来は店舗として利用されておりまして、また不特定多数の

方が出入りをするということで、きちんと消防法の届出は出しておる。 

今回、二階部分をいわゆる事務所という形に、トレイディングケアさ

んが使われるということで、そこの部分については一度確認をしたいと

思います。 

問（16） 店舗としてですね、全部それを使ってるのであれば、多分そ

れ問題ないんですけど、ちょっと先ほどの答弁でいくと、私はちょっと

もしかしたらこれ改修が必要になる建物ではないかなと、思っておりま

す。 

それからですね、手前の部分を駐車場ですね、建物と一体で借りるよ

という話なんですけど、そうなるとちょっと確認したいんですけど、土

地が道路側に面してるところ半分を、お借りするという理解でよろしか
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ったでしょうか 

答（総合政策） 現地を見ていただくと、建物の左側、向かって左側か

ら入れるんですけども、そのフェンス沿いですね。裏のオーナーさんが

出れるような通路幅が確保出来ますので、左側の４台分の部分を借り入

れるというような形になってます。 

問（16） 左は４台分だけを借りて、通路は借りないという理解ですか。  

ちょっとこれ、契約上大変何かややこしくなりそうなんですけど、どう

なんですかね。 

答（総合政策） 通路の部分は借りる借りないという、当然通りますの

で。その部分については、そこまでちょっと細かくは契約のところには

載ってございません。 

問（16） これすごく大きな問題で、通路を借りるのか借りないのか、

きちんと決めておかないといけないと思うんですね、これ契約で。 

これですね、手前の駐車場を全部借りますよと、土地や通路も含めて

借りますよってなると、土地利用が二分割されるんですよね。そうする

と、奥の方は住んでるわけだから、通路なくなっちゃうんですよね。道

路面してるとこがなくなっちゃうので。 

これですね、違法建築になる可能性も出てきちゃうんですね、借り方

によっては。なので、ここ非常に大きな問題ですので、そのあたりも含

めてきちんと精査した上で、この場所にするってことを決めないといけ

ないと思うんですけど、そのあたりの見解を教えてください。 

答（企画部） 今、言っておみえになるのは、例えば囲繞地なんかです

と、例えば民法上は通行権が認められておるわけですよね。今、建築の

観点から、例えば前の建物と後ろの店舗と後ろの居住地との通路の取扱

いということをおっしゃっておるようですけども、一度確認をしますが、

いわゆる貸し物件として前側の店舗をお借りをするということで、当然

ながらそこは、そこの店舗に行くのにも使うし、居住者の方も後ろの部

分は当然通行するということで使われるということで共有になると思い

ますので、契約上今おっしゃってみえるの、細かくちょっと契約書の中

でひもといてはおりませんが、そういった部分では共有して使うという
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状況になると思いますので、確認をさせていただきますけど、そういう

形では、問題はないんじゃないのかなというふうには認識をしておりま

す。 

問（16） 空き家対策の一環で、この度この場所になったという御答弁

があったかと思うんですけど、市が空き家の調査を行っていると思いま

すが、この建物その中に入っていたのでしょうか。 

答（総合政策） すいません。そこまでは確認をしてございません。 

問（16） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・。  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・。 

委員長 16番、倉田委員。 

問（16） 聞く前提で聞きますので、ちゃんと聞いてください。 

 

「総括聞いてたんですか。」と発声するものあり。  

 

問（16） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・。 

委員長 16番。倉田委員。議案の範疇を超えておりますので、今の発言

は、委員長の議事整理権で削除させていただきます。 

問（16） いやこれすごい重要ですよ。空き家のために、空き家対策で

ここにしましたってことなんですけど。 
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委員長 16番、倉田委員。 

問（16） 住民の方からは、いろいろちょっとお話来てますので、やは

りですね、本当に空き家対策だったのかってことは、市民に…。 

委員長 16番、倉田委員。発言を止めてください。 

今回の議案は、このコミュニティセンターの設置及び管理に関する条

例ということで、空き家対策、理由としてはあるのかもしれませんが、

直接、ちょっとこの議案とは関わりのないことですので、今委員会のと

ころでの質疑はちょっと遠慮していただきたいと思います。 

問（16） すいません、これ第２条にですね、コミュニティセンターの

名称及び位置っていうことで、今回の条例で議案上程されてることです

ので、ここが適正かどうかを、きちんと委員会で審議しなければならな

いと私は考えます。 

なぜちょっと止めるのかっていうことが、私はちょっと今理解出来な

いんですけど、お答えにならないってことで、次の質問に行きます。 

以前ですね、トレイディングケアさんの話としまして、日本人との交

流を図っていきたいという外国人の方が多いですよっていうお話があっ

たかと思います。 

例えばですね、まち協とか使ってない公共施設もありますので、そう

したところをセンターとして設置すれば、日本人との交流を図ることが

出来るっていうような考え方はなかったでしょうか。 

答（総合政策） そういった部分は当然話をしてございますが、そうい

った話をする中で、今回コミュニティセンターのところ、拠点となる部

分を１個設置して、そこから地域に流れていくと。地域のほうでもそう

いった活動をしていけるようにというような形で広げていくというよう

な予定をしてございます。 

問（16） 先日の総括質疑で新たな公共施設をつくるわけではないとい

う答弁があったんですけど、公共施設の複合化の狙いの一つで、維持管

理費を複合化にすることで、公共施設に係る経費を抑えていくっていう

理由もあったかと思うんですけど、そのことからも新たな施設はつくっ

ていなくても、今回のことでですね、空いてる公共施設が今いっぱいあ
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るわけですから、今回これ設置が通りますと、公共施設及びその面積は、

増えることになると思うんですけど、そのあたりの見解はどのようにお

考えなんでしょうか。 

委員長 16番、倉田委員。今の質疑のほうも、今回の議案の範疇を超え

ておりますので、差し控えていただきたいと思います。 

問（16） 全く議案の範疇を超えてるとは思いません。なぜここになっ

たのか、公共施設を使うという考えもあったので、それについて、お答

えいただきたいと思います。 

委員長 16番、倉田委員。発言を止めてもらえますか。違う形で質問を

お願いいたします。 

問（16） 住民からですね、空き家対策っていうことであれば、公募が

あったんですかっていうことで、私のほうにお電話いただいております。 

なぜその方が、そういうふうに言ってくるかっていうと、空き家で困

ってる方や、市に借りてもらえるのであれば、コロナ禍の影響でもう商

売畳みたいのにっていう声が、御商売やってるので、そういう声がいっ

ぱい集まってき来ていますよっていうことなんですけど。そういうこと

で公募したのか、またしなかった場合のその理由についてお答えくださ

い。 

答（企画部） 今、御質問されましたけど、そこは、さきの総括質疑の

ときに、リーダーのほうが答弁をしております。 

私どもは、確かに公募はしてございません。しかし、そこの場所を考

えていただければ、市役所から程なく近い距離にあって、道路に面して

おって、誰でもが入りやすい明るい雰囲気の建物ですよね。 

当然ながら、そういった、いわゆる日本に来て右左わからない外国人

の方が訪れるには、開放的な部分でなきゃいけないと、そういったこと

を考えながら、今の場所が適切だろうということで判断をしたものでご

ざいます。  

問（16） こちらの７条に置かれておるコミュニティセンターの管理及

び運営に関して必要な事項は規則で定めるとなっておりますが、この規

則について、どのような内容なのか教えてください。 
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答（総合政策） 規則につきましては、センターが開いている時間や曜

日を定めておるというところになります。 

問（16） その規則の内容については、今、お答えいただけないですか

ね。 

答（総合政策） 規則の中では第２条として利用時間。コミュニティセ

ンターの利用時間は、午前９時から午後４時までとする。ただし、市長

が必要と認めるときは、これを変更することができる。 

第３条では、休館日。コミュニティセンターの休館日は、次のとおり

とする。ただし、市長が認めるときは、これを変更しまたは臨時に休館

することができる。（１）日曜日及び月曜日、（２）国民の祝日に関す

る法律に規定する休日、（３）１月２日及び３日、並びに12月29日から

31日まで。 

第４条では、遵守事項も記載をしてございます。コミュニティセンタ

ーを利用する者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。（１）

他人の迷惑になる行為をしないこと、（２）施設、設備及び備品を大切

に取り扱うこと、（３）許可なく物品の展示、販売またはこれに類する

行為をしないこと、（４）その他管理上必要な指示に反する行為をしな

いこととなっております。 

委員長 ほかに。 

問（９） 設置することが目的じゃないと思っております。そこで聞き

たいんですけども、市内でも、分別だとか騒音だとかいろんな外国人の

方とのトラブルとか、いろいろ聞くんですけども、そういった課題って

いうものを、どういうふうに市のほうが把握をしてて、それをどういう

ふうに、今後、コミュニケーションをとりながら、解決に導いていくの

か、何かそういった考えだとかと、他市での先進事例、何かあったら教

えていただきたいなと。 

答（総合政策） 今回のセンター設置に当たっては、実際、このトレイ

ディングケアさん自体もいろいろアンケート調査をされております。 

我々行政の中でも、２回ほど、各グループ集まっていただきまして、

外国人さんに対する施策の課題とかを出し合って、それに対してどうい
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うふうに取り組んでいくべきかというような会議を庁内でもやってござ

います。 

そういったところからいろいろ、将来的にこういったところを取り組

んで、そういったものも含めて、今回、センターを設置しようというよ

うな流れになってきたというところございます。 

実際、愛知県内の高浜、知立、碧南、静岡県の袋井、菊川、湖西市、

この外国人の占める人口割合が高い６市でですね、意見交換の会議もや

ってまいりました。 

その中でいろいろ意見交換をする中で、静岡県のそちらの市さんは、

いろんなガイドブックをわかりやすい日本語でつくっていたりとか、そ

ういったような事例も拝見をさせていただきました。 

そういったところも今後参考にしながら、マニュアルづくりだったり

とか、そういったものも進めていけたらというふうに思います。 

委員長 ほかに。 

 

 質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第 34号の質疑を打ち切り

ます。 

 

 

（２）議案第38号 事業契約の変更について 

委員長 質疑を行います。 

問（16） 今回の契約変更によりまして、49億4,322万5,468円となると

いうことですが、この間ですね、何度も契約変更を行っておりますので、

今回変更になった場合、契約変更がですね、三つに分かれてたと思うん

ですね。別紙１、別紙２、別紙３ということで、契約の内容によって、

三つ分かれていたと思いますので。これがですね、それぞれ、結局、今

回のですね、この49億4,000万余りの金額になるっていうのが、それぞれ

今幾らになっているかっていうことを、ちょっと三つの項目の金額、そ
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れから内容についても、一度ちょっとここで確認したいと思いますので、

教えてください。 

答（学校経営） 契約書の支払いのところで、表３、４、５というふう

に分かれておりますが、表３のところ、設計及び建設工事管理業務のサ

ービス対価の金額というところでいきますと、数字が大きいものですか

ら100万円単位で申し上げますが、税抜きで39億4,600万円余、これに割

賦手数料2,000万円と消費税３億1,700万円を合わせて、42億8,300万円余

というふうになります。 

二つ目の令和15年度までの維持管理費でございますが、税込みで４億

3,900万円余。 

三つ目のその他費用は、税込みで２億1,900万円余というふうになって

おります。 

問（16） 設計及び建設工事管理業務のサービス対価の金額っていうの

は何となくはこういうものなのかなって、想像できるんですけど、何か

いつも思うんですけど、何かその他の費用っていうところは特によくわ

からなくて、どういうものが含まれているのか教えてください。 

答（学校経営） その他費用の中身といたしましては、パンフレットと

かＤＶＤの作成、保険料、建設中の金利、事業所の開業に伴う諸経費だ

とか融資組成手数料だとか、その他、初期投資の費用ということで、先

ほどの維持管理とか建設に関わるもの以外、全ての費用ということでご

ざいます。 

問（16） 今回３期部分が、こういう形で変更になるっていう事業契約

の変更になると思うんですけど、建設に関わる部分の支払いにつきまし

て、１期２期３期ということで大きなお金が動くということになってお

りますが、今回の変更で１期２期３期で結局幾ら支払って、あと繰下げ

た金額が幾らになるのかっていうところを教えてください。 

答（学校経営） 繰下げたという意味がちょっとよくわからないのです

が、先ほど申し上げましたように、建設に関わる設計、工事管理も含め

まして、消費税含めまして42億円余払っております。そのうち、繰延べ

た金額、割賦払いした金額というのは７億4,056万円余ということでござ
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います。 

問（16） １期２期３期を足すと結局幾らになりますかね。そうすると

42億から７億引いた金額でよろしいですか。 

答（学校経営） 42億8,300万円で割賦払いした金額が７億4,056万円で

すから、その差引きした金は一時払い金としてお支払いしているという

状況でございます。 

問（16） 今回のように割賦手数料の変更により今後も契約金額の変更

が考えられると思います。今後、これ、今までもそうなんですけど、多

分担当とかがどんどん変わってっちゃうと、このあたりが変更契約がき

ちんとなされるのかっていうところが、非常にちょっと私としては心配

してるんですけど、そういう意味でこのように割賦手数料の変更があっ

た場合、契約上ではどちらから変更の申出をすることになっているんで

しょうか。 

答（学校経営） 割賦手数料につきましては、３期工事で全て今回建設

工事が終わりましたので、今後発生することはございません。 

問（16） 消費税の変更とか今後ちょっと、何か、そういう変更になる

ことはもうないという理解でよろしいですか。 

答（学校経営） 先ほど、今回の議案、割賦手数料の話ですので。割賦

手数料についてはございませんが、消費税とか維持管理の物価変動によ

っては、事業契約の変更をすることはございます。その場合は、やはり

お互いが事業者もうちも、お互いがその状況を見ながら必要に応じて申

し出ていくということになるかと思います。 

問（16） そうなると、何か定期的に何か１年に１回とか、そういう契

約の内容についての見直しとか、何かそういうことが何か決められてい

るんでしょうかね、お互いに。 

答（学校経営） 現在でも維持管理に関わる会合は月に１回は必ずやっ

ておりますので、そういう中で、日常的に顔を合わすという機会がござ

いますので、そういうことの中で、何かそういう変更の点が発生したら

それぞれが申し出るというようになっております。 

委員長 ほかに。 
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質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第38号の質疑を打ち切り

ます。 

 

 

 （３）議案第39号 令和３年度高浜市一般会計補正予算（第３回） 

委員長 質疑を行います。 

問（１） 予算書35ページの子育て世帯生活支援特別給付金についてで

すが、この5,260万円について質問のほうお願いいたします。 

主要新規事業等の概要９ページでは、事業概要欄の事業内容において、

①の方は申請不要としており、事業実施スケジュールでは、①の方へは

７月下旬の実施予定となっています。具体的な流れを教えてください。 

答（こども育成） 対象者①の方については、まず、市が把握しており

ます児童手当、特別児童扶養手当の受給者情報より、令和３年度の住民

税が非課税となる方に、振り込む時期などを示した通知文書を事前に送

付する予定でございます。 

本制度では、受取拒否を届け出る期間を設けることになっていますの

で、その期間を経まして、拒否された方以外は把握している口座に振り

込む予定としております。 

なお、令和４年２月末までの新生児も、児童手当の認定に合わせ、申

請不要で支給をする予定でございます。申請不要の方につきましては、

該当者への文書による通知以外に、広報やホームページでも本制度につ

いて周知をしていく予定でおります。 

対象者①の方は、国の想定では全体の８割９割程度ということになっ

ております。 

問（１） どうもありがとうございました。 

では続いて、②の方の対象の方についてはいかがでしょうか。 

答（こども育成） 続きまして、対象者②となる方につきましては、い
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わゆる申請が必要となる方で、主に、対象児童が15歳年度末経過後の児

童、いわゆる高校生以上のみを養育する者や対象児童を養育する家計が

急変した者であり、いずれも住民税均等割が非課税もしくはそれと同水

準とみなせる場合となります。 

７月下旬頃より受け付けを開始する予定でございますので、所定の様

式により申請をしていただき、内容を審査の上、随時払いをしていく予

定でございます。 

申請期限は令和４年２月末の予定ですので、本制度及び申請方法につ

きましては、広報やホームページのほか、また福祉の相談窓口であった

り、幼保、学校等の施設を通じて制度案内をして、対象となりそうな方

に情報が届くように周知を図っていきたいと考えております。 

委員長 ほかに。 

問（16） まず歳入からちょっとお聞きしたいと思います。 

14款２項１目の１総務管理費補助金。それから２目２節の児童福祉費補

助金。５目１節の小学校費補助金。２節の中学校費補助金。それぞれど

こに使われるとか支出に当たるのか、教えていただけたらと思います。 

答（こども育成） ただいまの14款２項２目の民生費国庫補助金。その

あと、２節の児童福祉費補助金でございます。 

こちら、新型コロナウイルス感染症セーフティーネット強化交付金事

業費補助金ということで、この5,260万は先ほどの質問にもございました。

いわゆる交付金の金額そのものでございます。 

その下にあります新型コロナウイルス感染症セーフティーネット強化

交付金事務費補助金につきましては、同じく先ほどの35ページの交付金

以外の事務費に係る部分について、こちらも10分の10で国より補助を受

けるという内容になっております。 

答（学校経営） 学校保健特別対策事業費の補助金につきまして、小学

校の補助金につきましては、35ページの自動車借上料。その下の中学校

の補助金につきましては、37ページの自動車借上料、中学校の自動車借

上料に充当させていただきます。  

委員長 ほかに。 
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問（16） はい。では次、歳出についてお聞きしたいと思います。 

２款１項12目アシタのたかはま研究事業なんですけど、新規顧客の開拓、

新商品の販売ということで、具体的にどのようなことが対象になるので

しょうか。 

答（総合政策） 対象ですが、具体的には新商品や既存商品の改良にか

かる費用ということで、外部の専門員から指導を受ける際の謝礼だとか、

マーケティング調査の費用、消耗品ですね。梱包材の購入や、試作品を

つくるための材料費、消耗品、そういったものや、パンフレット、ポス

ターの印刷費等々、あと商品の開発や改良に必要となる機器の購入費と

いうようなところを対象としていきたいと考えてございます。 

問（16） 新規顧客の開拓っていうのは、具体的に何かどういうことを

やったら新規顧客だよっていうふうに認めてもらえるのか。それから新

商品の販売っていうのは、全く新しいものを何かつくらなければいけな

いのか、それとも、何かふるさと納税でこういうのを合わせてもいいの

か、それとも既存のものをちょっと変えた形でもいいのか。そういうあ

たりの、何かこういうことは対象としますけど、こういうことは対象と

しませんよっていうのが、ちょっとこれだけだとよくわからないのです

が、教えてください。 

答（総合政策） 新規顧客というところにつきましては、どうやったら

売れるのかなというようなところの、販路開拓のためのいろんなマーケ

ティング調査だったりとか指導を受けるというようなところがあるのか

なと思います。 

パンフレット、ポスターをつくって、いろいろなところでＰＲすると

いうのも販路開拓の一つになるかなと思います。 

また、新商品の開発につきましては、言われるように新たなものをつ

くるというようなところで、既存商品の改良につきましては、現在、い

ろいろ取り扱ってるものについて、もっとニーズに合うような、市場調

査等を踏まえて、改良を加えたような部分に係る経費について、この補

助金で対象としていきたいと考えてございます。 

問（16） では例えば、何かいろんなうちは商品扱ってますよっていう
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ことで、その中でふるさと納税でこういうセットにしますよ、みたいな

形でも、これは対象となるということ、なるのかならないのか、どうな

んですかね。 

答（総合政策） いろいろ取り扱っているものを詰め合わせて、ふるさ

と納税の商品とする。それだと何も改良とかはしていない。そういった

部分で、逆に費用もかかるのかどうなのかがちょっとよくわからないと

ころございますが、基本的には新たにつくる、既存のものに改良を加え

ていただくというようなところで審査をしていきたいと考えてございま

す。 

問（16） 先ほどの新規顧客の開拓、新商品の販売についての具体的な

内容ということで、何か必要経費も何かそこに入っているような、私は

ちょっと印象を受けたんですけど、御答弁の中で。これ、なんか必要経

費っていうのが、ちょっと今の話だとあまりちょっとアバウトというか。

申請して通ればＯＫというか。こちらとしてはいいですよっていうこと

なんでしょうかということと、あと先ほどからコーディネーター、専門

家からのアドバイスってことがお話にあったんですけど、アドバイス料

として１件につき30万円で、または、ふるさと納税の返礼として登録し

た場合50万円申請するっていうことが、最大この金額になるかと思うん

ですけど、全部アドバイス料ですよってことで、30万円とか50万円申請

することも可能になるんでしょうか、これは。 

答（総合政策） 制度上としては可能かもしれませんが、そこら辺は申

請書が出てきた時点で、こちらも聞き取りをさせていただきますので。

なかなかアドバイス料だけで申請をしてくる想定はしておりませんが、

もろもろ、いろんなものの経費の組合せで、その内容について、その都

度申請が出てくるたびに、こちらでも聞き取りをさせていただくという

予定をしております。 

問（16） では今の話だと聞き取りでってことだと、明確な基準はない

よという理解でよろしいかということと、あともう１点ついでにお聞き

するのが、がんばる事業者応援事業費補助金。これってどういうことに

使えるのかちょっと教えていただきたいんですが。  
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答（総合政策） 明確な基準というのが、ちょっとそこまでどれだけ詳

しいものをというようなところがありますが、一応こちらもＰＲをさせ

ていただく際には、こういった経費というようなことはお示しをしてい

きますが、それの個々具体的なところまでは細かく示せませんので、そ

れはその都度対応という形になってくると思います。 

この今回のがんばる事業者応援事業費補助金については、これまで答

弁させていただいたように、新商品の開発や既存商品の改良といったも

のに対する補助金ということになってございます。 

答（企画部） 非常にアバウトでというような印象を受けられるかもし

れませんけど、実は高浜市は平成22年から28年でしたかね、７年間、こ

ういったがんばる事業者応援ということで、ネーミングは一緒ですけど

も、いわゆる国や、県の補助制度、それとか、いわゆる経営診断をちゃ

んと受けるの前提で、そういった事業に対して、金額を補助するってい

う形でやってまいりました。それは非常にハードルが高い。 

例えば小規模事業者さんや、いわゆる家族経営のところでは申請書を

つくるだけでも非常に時間と労力を要するということで、なかなか出来

ない。そういったところではなくて今回は、こういったコロナ禍の中で、

少しでもそういった方たちに支援をして、売り上げの向上を目指しても

らいたいと、そういった意思でこういった制度をつくっておりますので、

決してアバウトではございません。当然ながらきちんと中身は審査をさ

せていただきますが、行政としては、チャレンジをするそういった部分

に対して支援をしていきたいという考えでやっております。 

問（16） もちろん支援したいんですけど、それが市民のニーズと合っ

ているかどうかっていうとこ、私はきちんと審査したいと思っておりま

す。 

一品当たり、ふるさと納税額100万円という目標の根拠について教えて

ください。 

答（総合政策） 目標の一品100万円というのは、あくまで目標の目安と

いう形で設定をしてございます。 

問（16） 例えばこれ、予算をオーバーするような申出とかあった場合



19 

 

は、どうなるんでしょうか。 

答（総合政策） 今回につきましては、予算の範囲内というところで考

えてございますので、今言われるように、好評で、申請が多いときはま

たそのときに検討させていただきます。  

問（16） その辺りも含めてやはりちょっと議案上程していただきたい

なと思います。やっぱり困っているとこ、本当に困ってますので、そう

いうところを、きちんと支援するためにも、しっかり考えていただけた

らなということなんですけど。やはりですねこの中っていうことで国か

らの休業協力金で、逆に１日の売上げが少ないところは、逆にもうかっ

ちゃってるよってところもあれば、本当に経営が苦しくて、事業自体の

継続を断念しようかということで迷っているところもあるとすごくお聞

きしております。格差が広がっているんですね、そういう意味では。そ

うした中でのコロナ禍の影響を受けて、例えば、休業補償金を国からの

やつに市独自で上積みするとか、本当に困ってる事業者を支援する施策

っていうのは・・・。 

委員長 16番、倉田委員。質疑でありますので。 

質疑でお願いいたします。ほかに。 

問（15） コロナでいろいろな施策が出てるんですが、コロナの感染症

の生活困窮者自立支援金っていうのが、近隣４市では議会の最終日まで

に出るということなんですが。高浜市は、そういうのは全然出てないん

ですが、何ででしょうか。 

委員長 15番、内藤委員。もう少し質疑の内容を変えて、分かるように

もう一度お願いいたします。 

問（15） コロナでいろんな施策を行っているのは分かるんですが、生

活困窮者の自立支援金っていう制度が、今回７月から8月にかけて申請の

受け付けがあって、近隣４市では全て取り上げてるんですが、高浜市に

はそういうのがないんですが、なぜでしょうか。 

委員長 内藤委員、ごめんなさい。議題の範疇を超えていますので。 

議案の範疇内で、お願いしたいと思います。ほかに。 

問（16） ３款１項７目の介護保険システム電算管理事業についてお聞
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きします。この予算が一般会計からの支出になるっていう理由をお聞か

せください。 

答（介護障がい） 今までも介護保険のシステム改修は、一般会計のほ

うで行ってございましたので、今回のスマートフォン決済のシステム改

修も一般会計のほうで計上させていただいております。 

問（16） 同じくですね、総合収納システム構築業務委託料。これがち

ょっとですね、総合収納というのは、どのようなシステムなのかちょっ

とわかりやすく御説明をお願いいたします。 

答（介護障がい） スマートフォン決済で納付されました介護保険料及

び後期高齢者医療保険料は、収納システムに、いわゆる消し込みデータ

として取り込むための環境を構築するためのシステム改修でございます。  

問（16） ３款２項３目の子育て世帯生活支援特別給付金についてお聞

きします。先ほど児童扶養手当云々という話があったんですけど、結果

的にですね、ちょっとこれ、今の話は分かるんですけど、ちょっとこれ

すごく頭の中で整理しないと、なかなか出てこないことなのでちょっと

お聞きします。 

これ対象としてですね、先ほどから言ってる、新型コロナウイルス感

染症の影響を受けて家計が急変し、令和３年度分の住民税均等割が非課

税であるものと同様の事情にあると認められるものとなってるんですけ

ど、結局この直近で収入が激減したっていうのは、この直近っていうの

は結局その児童扶養手当とかの関係から、いつからのものに当たるのか。  

いつから激減したことが証明されればいいのかということを教えてくだ

さい。 

答（こども育成） こちらの給付金が支給される対象というところで、

まず、令和３年度分。いわゆる令和２年の収入をもとにした住民税がま

ず非課税であるという方には、先ほど申しました８割、９割の方はそち

らである程度該当するんだろうということで、そちらのほうをまず支給

していくということになります。そこでは対象にはならなかったんです

が、令和３年１月以降、いわゆる今の令和３年度分の課税の判定をした

以降の中で、家計が急変して、収入状況がいわゆる非課税世帯の収入と
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同程度になると認められる状況が示されれば、そちらの方にも、同様の

給付金を給付するという内容でございます。 

問（16） 以前、ひとり親世帯の給付金のほうがあったと思うんですけ

ど、この間ですね。その給付が終わってからこの間ですね、ひとり親と

なった世帯っていうのがどのくらいあるのか把握されてるかっていうと

ころと、あとですね、先ほどの答弁からすると、結局、児童扶養手当も

らってるよという家庭に全員送って、というところの送るっていうとこ

ろで、以前ひとり親となったところを引いてくっていうことで、逆にこ

の間ひとり親になった世帯に関しては、漏れがないよっていう理解でい

いんでしょうか。 

答（こども育成） まず、ひとり親世帯のところと、私ども今、児童手

当をベースにデータを作っていますけども、そっちの中でひとり親世帯

で既に給付があった家庭については、その分は除いて、二重給付になら

ないようにしていく形になります。 

また、この期間の中で、家庭の状況が変わってくるといったところに

つきましては、そちら、既に給付済みなのか、済みでないのかというと

ころも含めて確認した上で、二重給付にならないように支払いをしてい

くというところでございます。 

問（16） この間ですね、ひとり親世帯となった世帯に対して、きちん

と給付がしていただければいいのかなと思うんですけど。 

委員長 16番、倉田委員。しっかり書いてあることをきちっと。あと、

答弁のほうをきちっと読んでから、質疑をしていただくようお願いいた

します。 

問（16） 答弁を読むってどういうことですか。 

委員長 答弁を聞いてください。しっかりと。 

問（16） はい。聞いた上で今頭で整理しながら聞いてますので。 

なので、ひとり親、この間ですね、ひとり親世帯となっちゃったって

いう方については、きちんと漏れがないように、今の答弁でいくと、支

給していただけるのかなという理解なので少し安心したのですが、この

低所得者のひとり親世帯の給付と同時に、今回のこの補正で上がってる
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施策を同時に行ってる自治体もあるっていうことがちょっとわかったん

ですけど、そのような自治体を把握されてるかっていうことと、また高

浜市がね、これ同時に行わず、ばらばらで今回の補正で予算計上した理

由が何かあれば教えてください。 

答（こども育成） まず国のほうでも、まずひとり親世帯のところを先

行的に給付っていうところの方針がありましたので、そちらは動いてる

という部分と、また市町によっては児童扶養手当、あと、児童手当同時

に、同じ部署でやってるところもありますので、そういったところにつ

いては、国の情報が上がった時点で、先行的にこちらのひとり親以外の

世帯の費用についても確保して、先行的に動いていたという自治体があ

るのも承知はしております。 

高浜市については、児童扶養手当、児童手当等については、別の部署

もやってるというところの中で、先行的にひとり親世帯のところは動い

て、それ以外の世帯のところについては、今現状このように予算計上さ

せて、動いていくというところになっております。 

問（16） 10款１項３目のキャリアスクールプロジェクトについてお聞

きいたします。 

こちらですね、高取小学校で行う事業についての予算計上ということ

ですが、高取小学校のみが予算計上している理由を聞かせください。 

答（学校経営 主幹） 高取のみということでありますが、こちらにつ

いては県の委託事業となっております。およそ３年に１回、各市町に回

ってくるような形になっておりますので、今年度につきましては、高取

小学校へ委託をしていくということで、やらせていただいております。 

問（16） 県の委託事業で高取小学校がそれに当たってたから、予算計

上したっていうことだと思うんですけど、これ予算見ると７万円ででき

るっていうことになるのかなと思うんですけど、７万円でできるのであ

れば、市の一般会計予算も使って、全小学校取り組んでもいいのかなと

思うんですけど、その辺りの教育委員会としての見解はいかがでしょう

か。 

答（学校経営 主幹） 実はですね、今回、高取小学校につきましては、
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稗田川の環境調査であるとか、稗田川の過去の災害を学びながら、それ

を周囲に伝えていくとか、そういう稗田川活動を中心に事業を展開して

いく予定になっています。 

この稗田川の事業でありますが、今回こういう委託を受けたから始ま

ったというわけではなく、毎年積み重ねてきている実践となっています。  

教育委員会としましては、魅力ある学校づくり事業ということで、各

学校に委託をさせていただいておるんですけれども、それらを活用して

各学校が、例えば高取は稗田川の活動。吉浜であれば菊人形の活動とい

うように、学校で活用できるものを使ってやっていただいている。そこ

に県の委託があわせて乗っかってきてるので、県の事業が乗っかったと

きに、規模を少し大きくして実施をさせていただいておるということで

ありますので、もともと、各校におきましては、魅力ある学校づくり事

業のほうを使って各校の特徴ある取組が進められているということであ

ります。 

問（16） そういう意味でもですね、やはり全学校に７万円だったら支

給して、子供たちの教育活動に取り組むというのも一つの考え方と思う

んですけど。 

同じく１款１項３目10節の修学旅行キャンセル料等の補助金について

お聞きします。 

補助金の対象者、どのような方が対象になるのか。これ、コロナだけ

なのか、もしくはちょっとインフルエンザとかそういうことも対象にな

るのか。それから、予算の積算根拠。それについて詳細な説明をお願い

したいってことですが、これ、修学旅行のみですが、例えばですね、緑

の学校とかスキー合宿とかそういったもの。えっと、緑の学校は対象っ

てこないだ御答弁があったんですけどスキー合宿ですね。このあたり対

象のところをちょっと詳しくお聞かせください。 

答（学校経営） まず、対象ということでございますが、まず、修学旅

行のキャンセル等の補助金といいましても、まず一つはですね、修学旅

行の内容を変更した場合に発生する旅行の企画変更料。二つ目としては、

新型コロナウイルスの影響で学校の判断で中止を決めた場合に発生する
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キャンセル料。三つ目、児童生徒がコロナに感染または感染した家族の

濃厚接触者となった場合、及び風邪や発熱等の症状により出席停止中で

ある場合など、やむを得ず修学旅行に参加出来なくなった場合に発生す

るキャンセル料。四つ目として、修学旅行には参加したものの、途中で

発熱等あり、中止せざるを得なかった場合に対するキャンセル料に対し

て補助をしていくというものでございます。 

積算の根拠ということでございますが、これ昨年度も企画変更料等が

発生しております。そこで、昨年度は小学校４校で49万1,000円という額

でございましたので、それに準じて積算し、小学校では１校当たり12万

円、中学校では20万円として、100万円の予算を計上しているということ

でございます。 

三つ目の質問。今回の対象は修学旅行と緑の学校ということでござい

ます。スキー合宿につきましては、令和４年に入ってから、令和４年の

１月か２月に行うんですが、企画といいますか、工程等々を旅行会社と

詰めていくというのは、まだずいぶん先になりますので、そのときの状

況を見ながら、やはり必要であれば、９月か12月の補正予算で計上して

いきたいというふうに考えております。 

委員長 質疑の途中でありますが、暫時休憩いたします。 

再開は11時10分。 

 

休憩 午前11時01分 

再開 午前11時09分 

 

委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

問（16） 先ほどの御答弁で修学旅行のキャンセル料等の補助金におき

まして、補償、補助金の対象者とかキャンセルした場合の理由について、

すごく細かく規定がされてるなという印象ですので、こうしたことが保

護者の方に伝わればすごく安心して申込みとか参加できるなということ

で安心いたしました。 

学校給食食材費の補償費についてお聞きします。各校１日分という御
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説明が以前あったかと思うんですけど、食材によっては大分前に注文し

て前日ではなく３日ぐらい前でもキャンセルが出来ないよとか、食材に

よってそのキャンセルが出来ない日にちっていうのが、何か違うってこ

とはあり得ないのかなっていう部分と。また日持ちする乾物等につきま

してはキャンセルすることなく利用できる食材っていうものがないのか

ということと。あと食材を破棄するってことになると非常にもったいな

いことになりますので、食材の活用を市全体通してしていくというその

ような考えはないのか教えてください。 

答（学校経営） 給食の食材の廃棄につきましては、基本的にはせざる

を得なかったもの。キャンセルがきく場合はキャンセルしますし。例え

ば肉を前日に切ってて、それを学校給食用に切ってて、使い回しがきか

ないといった場合とか、ほんとに限られてくると思うんですね。だから

食材の活用なんてことを考えるんではなくて、いかにこのキャンセル料

を出さないかという運営を我々はしていきたいというところで。 

急に休校になった場合は、２か月休校になった場合には、大きなキャ

ンセル料が発生したんですけれども、令和２年度になってからは、きち

っと栄養教諭のほうもうまく極力キャンセル料といいますか、違約金

等々が発生しないように運営しておりますので、念のためにここで確保

させていただいたということでございます。 

問（16） 違約金が発生すること自体も本当にこれ致し方ないと思いま

すし、逆に事業者を助けるというか支援するっていう形でも市が出すこ

とは全く私は問題ないと考えてるんですけど。ただ、やはり先ほどお肉

の話が出たかと思うんですけど、もったいない、それを廃棄せざるを得

ないっていうことで、お肉ではないんですけどね。ほかの自治体とかだ

と市の職員で購入したりとか、いろいろ何か活用方とか考えたりとかっ

て、本当にコロナ禍で職員の皆さんの負担もふやしてはいけないので、

あまりちょっと言ってもいけないのかなという部分もあるんですが、日

持ちする乾物等とかそういうものにつきましては逆にキャンセル料、キ

ャンセルすることなく、後々に使うとかそういう考えで、市としては今

の答弁だと、なるべくなくすよっていう考えでよろしかったですか。 
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答（学校経営）  そもそも、日持ちする乾物はキャンセル料が発生しま

せん。購入してそれを給食で後日使っていくという食材でございますの

で、本当にそのときになって。 

食材の活用ということでは、前回、吉浜のところで１回あったんです

けれども、そのときにカラスの食材、餌といいますかね、カラスの餌と

して転用していたという事例はございます。 

委員長 ほかに。 

 

質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第 39号の質疑を打ち切り

ます。 

 

 

（４）議案第40号 令和３年度高浜市介護保険特別会計補正予算（第１ 

回） 

委員長 質疑を行います。 

問（16） 収納代行業務処理手数料についての内容と積算根拠について

教えてください。 

答（介護障がい） 令和４年１月より介護保険料のスマートフォン決済

を導入するため、取扱い手数料として２万3,000円を計上するものでござ

います。 

内訳としましては、月額基本料5,500円。あと１件当たりの手数料58円

プラス税というふうになっております。 

委員長 ほかに。 

 

質 疑 な し 

 

委員長 ほかに質疑もないようですので、議案第 40号の質疑を打ち切り

ます。 
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以上で付託された案件の質疑は終了いたしました。なお、本委員会に

おいて、自由討議を実施する案件はありません。 

 

 

《採 決》 

（１）議案第34号 高浜市多文化共生コミュニティセンターの設置及び

管理に関する条例の制定について 

 

      挙手多数により原案可決 

 

 

（２）議案第38号 事業契約の変更について 

 

      挙手全員により原案可決 

 

 

（３）議案第39号 令和３年度高浜市一般会計補正予算（第３回） 

 

      挙手全員により原案可決 

 

 

（４）議案第40号 令和３年度高浜市介護保険特別会計補正予算（第１

回） 

 

      挙手全員により原案可決 

 

 

委員長 以上をもって、当委員会に付託となりました全案件の審査を終

了いたします。 

お諮りします。 
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審査結果の報告の案文は、正副委員長に御一任願ってよろしいでしょ

うか。 

 

「異議なし。」と発声するものあり。 

 

委員長 御異議なしと認め、正副委員長に一任させていただきます。 

 

 市長挨拶 

 

委員長 以上をもちまして、福祉文教委員会を閉会いたします。 

  

 委員長挨拶 

 

 

                             終了 午前11時17分 

 

 

 

     福祉文教委員会委員長 

 

 

 

     福祉文教委員会副委員長 

 

 


